
く問題H：；業務関連法制度等問題〉

1. RCC Mに求められる事項を記載した「シビルコンサルテイングマネージャ（RCC

M）倫理規定」の記述として、誤っているものを a～dのなかから選びなさい。

a. RCCMは、業務上知り得た秘密を他に漏らさない。

b. RCCMは、専門家としての考えを公にする場合には、客観的にかつ事実に即して表

明する。

C. RCCMは、専門家として広く社会に貢献するため、市民団体、学会、協会等の活動

への積極的参加に努める。

d. RCCMは、業務の遂行にあたっては、中立性を保つため他分野の専門技術者と関係

を持つてはならない。

2. 技術士や技術者の継続的な資質向上のための取組である C P D ( Cont i nu i ng 

Professional Development）の記述として、誤っているものを a～dのなかから選びなさ

い。

a.国土交通省などの発注者においては、技術者選定の評価項目の一つにCp D記録が評

価される場合がある。

b. RCCM資格の更新にあたり、登録申請月の前月から遡って4年間で80単位以上のC

p D単位を取得することを義務づけている。

C. 取得するCp D単位は、特定の教育分野や教育形態に偏ることなく、建設コンサルタ

ント技術者として必要な知識や技術を習得することが求められる。

d. C P Dの目的は、技術や知識の習得が目的であり、技術者倫理の向上についても含ま

れる。

3. 建設コンサルタント技術者は、我が国及び海外の社会の健全な発展の一翼を担うものと

んで、倫明瀬守の撚ホ！被疑！！？？ふ被ヌたずに約問間続？？守~；：：l: tJ（ポめら



4. 入札制度のうち、コンサルタント技術者が係わる機会が多いプロポーザル方式及び総合

評価落札方式の記述として、正しいものをa～dのなかから選びなさい。

a.予定技術者の実績として、技術者資格、同種又は類似業務の実績の内容、過去に担当

した業務の成績、手持ち業務を評価されることが多い。

b.プロポーザル方式の選定に当たっての評価は、説明書に基づいて行うことを基本とす

るが、説明書に記載されていない技術等でも特に優れている場合は評価される。

C. 企業や予定技術者の実績は、「過去に担当した業務の成績」よりも「技術者資格、同種

又は類似業務の実績の内容」が高く評価されることが一般的である。

d.総合評価落札方式では、プロポーザル方式に対して技術等の評価の割合が下がること

から、技術者の実務経験の長いものが高く評価される。

5. 公共土木設計業務等標準委託契約約款に規定する著作物の譲渡等について、誤っている

ものをa～dのなかから選びなさい。

a.受注者は、成果物が著作権法に該当する場合には、当該著作物に係る受注者の著作権

を当該著作物の引渡し時に発注者に無償で譲渡する。

b.発注者は、成果物が著作物に該当する場合には、当該成果物の内容を自由に公表する

ことができない。

C. 発注者は、当該成果物が著作物に該当する場合には、受注者が承諾したときに限り、

既に受注者が当該著作物に表示した氏名を変更することができる。

d.発注者は、受注者が成果物の作成に当たって開発したプログラム及びデータベースに

ついて、受注者が承諾した場合にはこれらを利用することができる。

6. 公共土木設計業務等標準委託契約約款に規定する管理技術者について、誤っているもの

をa～dのなかから選びなさい。

a.受注者は、業務の技術上の管理を行う管理技術者を定め、その氏名その他必要な事項

を発注者に通知しなければならない。

し



7. 平成29年度版の国土交通省の土木設計業務等積算基準に規定する業務委託料の構成とし

て、誤っているものをa～dのなかから選びなさい。

a.直接経費には、特許使用料が含まれる。

b.直接原価は、直接人件費と直接経費からなる。

C. 直接経費には、旅費交通費が含まれる。

d.直接経費には、電子成果品作成費は含まれない。

8. 国土交通省の「設計業務等共通仕様書」に規定する照査技術者及び照査の実施に関する

記述として、誤っているものをa～dのなかから選びなさい。

a.照査技術者は、照査計画を作成し業務計画書に記載し、照査に関する事項を定めなけ

ればならない

b.照査技術者は、業務に該当する部門の技術士でなければならない。

c.照査技術者は、成果物納入時の照査報告の際に、赤黄チェックの根拠となる資料を、

発注者に提示するものとする（詳細設計に限る）。

d.照査技術者は、特記仕様書に定める照査報告毎における照査結果の照査報告書及び報

舎完了時における全体の照査報舎書をとりまとめるものとする。

9. 国土交通省の「設計業務等共通仕様書」に規定する守秘義務に関する記述として、誤つ

ているものをa～dのなかから選びなさい。

？級品

a.受注者は、当該業務に関して発注者から貸与された情報、その他知り得た情報を当該

業務の終了後であれば、第三者に漏らしてもかまわない。

b.受注者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料について、発注者への返

却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。

c.受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を業務計画

書の業務組織計画に記載される者以外には秘密とする。

d.受注者は、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

し酬《、釈しい



11. 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」における基本的な方

針として、誤っているものをa～dのなかから選びなさい。

a. この法律は、公共工事の品質確保が、良質な社会資本の整備を通じて、豊かな国民生

活の実現及びその安全の確保、環境の保全、自立的で個性豊かな地域社会の形成等に

寄与するものである。

b. この法律は、公共工事の品質確保に関する基本理念、国等の責務、基本方針の策定等

その担い手の中長期的な育成及び確保の促進その他の公共工事の品質確保の促進に関

する基本的事項を定めている。

c. この法律は、ダンピング防止のための責任体制の明確化及び技術提案による総合的な

対策を講じることにより、適切な利潤が確保されるとともに、快適な職場環境の形成

を促進することを目的としている。

d. この法律は、現在及び将来の公共工事の品質確保の促進を図り、もって国民の福祉の

向上及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的としている。

12. 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」における責務につい

て、誤っているものをa～dのなかから選びなさい。

a.国は、公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に策定し、実施しなければな

らない。

b.地方公共団体は、建設コンサルタントとの連携を図りつつ、国の実情を踏まえ、公共

工事の促進に関する施策を策定し、実施しなければならない。

C. 発注者は、公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保に配慮しつつ、仕

様書、設計書及び予定価格の作成を適切に実施しなければならない。

d.受注者は、契約された公共工事を適正に実施し、下請契約を締結するときには、適正

な額の請負代金での下請契約の締結に努めなければならない。

？双山 自 も ら
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14.平成28年 11月8目、JR博多駅前付近で発生した大規模な道路陥没事故が発生したが、

どの様な工事の際に発生した事故か、正しいものをa～dのなかから選びなさい。

a.下水道シールドトンネノレ工事

b.地下鉄シールドトンネノレ工事

C. 下水道NATMトンネル工事

d.地下鉄NATMトンネル工事

15.国土交通白書2016の中で記述されている地球温暖化対策（緩和策）のうち、不適切なも

のを a～dのなかから選びなさい。

a.低炭素都市づくりの推進

b.交通流対策等の推進

C. 下水道における省エネ・創エネ対策等の推進

d.河川水量の回復のための取り組み

16.国土交通白書2016の「交通政策基本法に基づく政策展開」のなかで記述されている交通

政策基本計画の基本的方針のうち、不適切なものをa～dのなかから選びなさい。

a.成長と繁栄の基盤となる国際・地域間の旅客交通・物流ネットワークの構築

b.既存施設の有効活用による交通基盤施設のマネジメント

c.持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

d.豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

17.国土交通白書2016における【地域活性化の推進】のなかでの「地域活性化を支える施策

の推進」に関する記述として、誤っているものをa～dのなかから選びなさい。

a.施設の維持管理・更新に係る情報の整備

b. コンパクトシティの実現に向けた総合的な取組み

c.地域特性令活かしたまちづくり・基標整備



19.知的財産権の記述として、正しいものをa～dのなかから選びなさい。

a.産業財産権には、著作隣接権、回路配置利用権、育成者権等がある。

b.産業財産権には、実用新案権、意匠権、育成者権等が含まれる。

C. 産業財産権には、特許権、実用新案権、商標権、意匠権がある。

d.産業財産権には、著作隣接権、実用新案権、商標権、意匠権がある。

20.一般社団法人建設コンサルタンツ協会の「建設コンサルタント技術者の行動規範」にお

ける「公正な競争」に関する記述として、誤っているものをa～dのなかから選びなさい。

a.悪意または偽って、直接または間接に、他の専門家の名声、将来性を皮めたり業務の

遂行や雇用を妨害しない。

b.客観的事実根拠に基づくことなく、同業者または他の専門家の業務成果を中傷、誹詩、

批判しない。

C. 業務を確保するために不当な対価を第三者に直接または間接に与えることをしない。

d.他の専門家が行った業務の再調査を依頼された場合には、その専門家の名声等の保護

を第一義とした再調査を行う。




